
   対馬市漁港照明灯等改修事業費補助金交付要綱 
 
 （趣旨） 
第１条 市は、地区及び漁業協同組合が設置した漁港照明灯等の改修に対し、コスト縮減を目

的とした費用の負担軽減を図るため、予算の定めるところにより、対馬市漁港照明灯等改修

事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、対馬市

補助金等交付規則（平成１６年対馬市規則第３７号。以下「規則」という。）及びこの告示の

定めるところによる。 
 （定義） 
第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 
（１）「漁港照明灯等」とは、市営漁港及び県営漁港の市内全漁港に設置している照明灯、標

識灯をいう。 
（２）「地区」とは、対馬市区長設置条例（平成１６年対馬市条例第１１号）第２条に定める

区域をいう。 
（３）「漁業協同組合」とは、水産業協同組合法（昭和２３年法律第２４２号）に基づき設立

された市内に事業所を有する漁業協同組合をいう。 
 （補助対象者） 
第３条 地区及び漁業協同組合を対象とする。 
 （補助の対象事業） 
第４条 補助対象事業は、補助対象者が設置した漁港照明灯等の改修（ＬＥＤ化）に係る事業

で市長が認めたものとする。 
 （補助対象経費及び補助率） 
第５条 補助金の対象となる経費は、漁港照明灯等の改修（ＬＥＤ化）に要する経費（灯具に

係る分のみで、支柱は含まない。）とし、補助率は１／２とする。ただし、単柱式については

１灯につき２万５，０００円を、テーパーポール式については１０万円をそれぞれ上限とす

る。 
２ 補助金額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 
 （補助金の交付申請） 
第６条 規則第４条に規定する交付申請書（様式第１号）に添付すべき書類は、次に掲げると

おりとする。 
 （１）事業計画書（様式第２号） 
 （２）位置図 
 （３）写真 
 （４）その他市長が必要と認める書類 
 （補助の条件） 
第７条 規則第６条第１項の規定による条件は、次のとおりとする。 



 （１）補助対象者は、当該補助事業を請負契約により実施する場合は、最小の経費で最大の

効果をあげ得るよう努めなければならない。 
 （２）補助対象者は、当該補助事業により取得した財産については、補助事業完了後におい

ても、善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従って

使用し、あらかじめ市長の承認を得て当該財産を処分したことにより収入があった場合

は、その収入の全部又は一部を市に納付させることがあること。 
 （実績報告） 
第８条 規則第１２条の規定による実績報告書（様式第３号）に添付すべき書類は、次のとお

りとし、その提出期限は、事業の完了した日から３０日以内（ただし、交付決定に係る会計

年度が終了した場合は翌年度の４月５日）とする。 
 （１）事業実績書（様式第４号） 
 （２）請求書又は領収書等 
 （３）工事写真 
 （補助金の交付） 
第９条 規則第１４条第１項の規定による補助金交付請求書（様式第５号）には、補助金の算

出基礎（様式第６号）を添えて提出しなければならない。 
２ この補助金は、概算払いの方法により交付することができる。 
 （その他） 
第１０条 この告示に定めるもののほか、この事業の実施等に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 
 
   附 則 
 この告示は、公布の日から施行し、平成２６年６月１日から適用する。 
 
 
 
 
 
 


